
　◆職員の任免

　◆給与・定員管理

　１．総括

　２．給料、初任給等の状況

(１）経常収支比率の状況（一般会計決算）

（２）人件費の状況（一般会計決算）

H22
年度

（３）職員給与費の状況（一般会計決算）

H22
年度

人 千円 千円 千円

562 2,242,729

１人当り給与費
Ｂ／Ａ

給与費

659,515 931,609 6,8223,833,853

職員数
区分

千円 ％

29,548,194 65,959

計　Ｂ給料 職員手当 期末勤勉手当Ａ
千円 千円

％

19.4
人

81,304
千円

Ｂ／ＡＢＡ
千円

5,268,020 17.8

人件費 人件費率 （参考）
21年度の人件費率

歳出額 実質収支

うち人件費の占める割合
経常収支比率

区分
住民基本台帳人口

(H22年度末)

類似団体

91.8%
27.3%

年　　度 H21 H22
91.3% 94.1%

26.3%26.7%

（１）一般行政職職員の平均給料月額等

（２）職員の初任給

（平成23年4月1日現在）

平均年齢（歳・月） 46.8
三 木 市団体名

一般行政職
一般行政職区分

国の制度
（平成23年4月1日現在、単位：円）

平均給料月額（円） 339,100

教育職消防職技能労務職
技能労務職

－
149,800 172,200 － 140,100

172,200
137,200149,800高校卒

大学卒 178,800 － 196,900 191,600

職員の採用・退職の状況(H22.4.1～H23.3.31)

採用 退職

行政職 7 18
消防職 3 －

教育職 1 2

技能労務職 － 4
医療技術職 － 1

看護職 20 20
合計 31 45

＊競争試験による

人数（人）
職種
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（３）一般行政職職員の経験年数別、学歴別平均給料月額

10 ～ 15 15 ～ 20 20 ～ 25 25 ～ 30 30 ～ 35

（４）ラスパイレス指数

H23
93.1

（各年４月１日）

区分

高校卒 0

経験年数（年）

282,000 308,500 370,000

（平成23年4月1日現在、単位：円）

390,200

H22
93.0

大学卒

H19H18年度

304,000

100.199.5

341,400
337,600268,000

H21

363,800

指数 97.7 97.5
H20

98.0
H17H16

98.6

（６）役職別平均年収

部長級（8級） 945 901 920 923 885 853 856 △ 89
課長・副課長級（7級） 873 860 861 848 825 790 785 △ 88
課長補佐・係長級（5～6級） 798 781 779 790 766 740 728 △ 70

一般職（1～4級） 605 585 570 583 567 548 559 △ 46
全体 741 715 708 711 689 664 665 △ 76

＊「増減」欄は平成17年と平成23年の比較

    　　　　　　　　　（行政職給料表適用者、全ての会計、単位：万円）

増減H23区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22

（５）年収の分布

人数(人) 割合(％)

1,000万円以上 0 0.0

900万円～999万円 9 1.6
800万円～899万円 80 14.5

700万円～799万円 184 33.2

600万円～699万円 134 24.2
500万円～599万円 78 14.1

400万円～499万円 45 8.1

300万円～399万円 15 2.7
300万円未満 9 1.6

合計 554 100.0

※年収には給料のほか、諸手当（超勤手当等）を含む。（平成23年1月～12月分）
※休職中の職員等も含む。

（行政職給料表適用者、全ての会計）

年収区分
H23
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（７）技能労務職の給与等
（平成23年4月1日現在）

参考

平均
年齢

人数
平均給料

月額
平均給与
月額(A)

対応する民間
の類似職種

平均
年齢

平均給与
月額(B)

A/B

49.0 54 347,262 375,930 － － － －

うち清掃職員 47.4 28 342,495 373,881
廃棄物処理業従
事員(全国平均)

44.6 290,600 1.29

うち学校給食員 54.1 4 350,982 363,685
調理師
(兵庫県平均)

41.4 259,200 1.4

うち用務員 49.7 10 355,400 388,428
用務員
(全国平均)

53.8 209,700 1.85

49.3 3,955 284,514 322,291 － － － －

公務員
（C)

民間
（D)

C/D

－ － －

うち清掃職員 6,189,298 4,035,300 1.53

うち学校給食員 6,066,952 3,500,200 1.73

うち用務員 6,453,582 2,943,200 2.19

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（H19～21年の3ヵ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

 　ものではない。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

　 前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

三木市

民間公務員

区分

三木市

参考：年収ベース(試算値)の比較

国

区分
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　３．行政職の級別職員構成の状況

　　昇給の勤務成績への反映状況

　４．職員手当の状況

職務の級の内容
　８級　部長等　　　　　　７級　課長等　　　　　　　　６級　課長補佐
　５級　係長および主査　　４級　主任　　　　　　　　　３級～１級　一般の職員

（１） 期末・勤勉手当 （市長・教育長除く）

円　

（H22年度支給割合）

　　　　　　 期末手当　　　　勤勉手当

3 月分 月分

（加算措置の状況）

　役職に応じた加算を行っています。

　　勤勉手当への勤務実績の反映状況

三木市（平成22年度一般会計決算）

１人当たり平均支給額（H22年度）

1,655,116

1.5

　管理職を対象に能力評価、業績評価（目標管理）を実施し、評定結果を
勤勉手当に反映しています。

　　（H22,H23は4月1日、H17は10月24日現在）

１級
1.0%

１級
1.8%

１級
0.9%

２級
2.8%

２級
3.5%

２級
4.0%

３級
19.3%

３級
16.6%

３級
14.8%

４級
20.8%

４級
24.9%

４級
27.0%

５級
20.1%

５級
18.4%

５級
19.8%

６級
12.8%

６級
11.0%

６級
10.3%

７級
19.2%

７級
21.0%

７級
20.2%

８級
4.0%

８級
2.8%

８級
3.1%

0%

10%
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80%

90%

100%

合併時(平成17年)の構成比 平成22年の構成比 平成23年の構成比

４級
20.8%

４級
24.9%

４級
27.0%

20.1%
18.4% 19.8%

12.8% 11.0% 10.3%

19.2% 21.0% 20.2%

１級
1.0%

１級
1.8%

１級
0.9%

２級
2.8%

２級
3.5%

２級
4.0%

３級
19.3%

３級
16.6%

３級
14.8%

８級
4.0%

８級
2.8%

８級
3.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

合併時(平成17年)の構成比 平成22年の構成比 平成23年の構成比

　管理職を対象に能力評価、業績評価（目標管理）を実施し、評定結果を昇給に反映し
ています。
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(２) 退職手当（平成23年4月1日現在）

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置定年前早期退職特例措置

2％～20％加算

万円 万円

※　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に

　　支給された退職手当の平均額です。

（３） 地域手当（平成23年4月1日現在）
千円

千円

％ 人 ％

（４） 特殊勤務手当
　円

　％

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務

感染症予防等のため消毒作業に従事する職員

支給実績（平成22年度一般会計決算） 72,515

ブルドーザ、パワーショベル、コンパクタ等の特殊自動車の
運転に従事する職員

手当の種類（手当数）

37.5

社会福祉業務手当

救急出動手当 救急業務に従事する消防職員

支給対象地域

消防職員のうち交替制勤務を正規の勤務とし、午後10時から
翌日午前5時までの間に通信勤務、受付勤務等の深夜勤務
に従事する職員

59.28

定年・勧奨

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度一般会計決算）

市内全域 5443

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

3

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 129

65,234

※ 1人当たり平均支給額　

清掃処理業務に従事する職員

ごみ処理業務

清掃手当 その他の汚物処理作業

福祉事務所に勤務する職員で、個別事情に即して助言、指
導、支援業務に専ら従事する職員（行政職給料表6級以下の
職員）

消毒手当 日額500円

日額550円

税務手当 市税事務に従事する職員（行政職給料表6級以下の職員）

火葬手当 火葬場において火葬の業務に従事する職員
月額5,000円
件数による加算額
1件につき1,000円

班長等

夜間特殊勤務手当 1勤務につき980円

保育手当
保育所に勤務する保育士で入所児童の保育に従事する職
員（行政職給料表6級以下の職員）

月額2,500円

現場手当
工事の設計及び監督に従事する技術職員（行政職給料表6
級以下の職員）

月額2,500円

交通指導員手当 街頭において交通立番活動に従事する職員 月額2,500円

特殊自動車運転手当 日額500円

月額2,500円

処置手当 行旅病人及び行旅死亡人の処置作業に従事する職員 1件につき1,000円～1,500円

日額400円

支給対象職員数 国の制度（支給率）

1件につき200円
（救急救命士の資格を有す
る者は300円）

12

月額6,000円～10,000円

月額1,500円～2,500円

左記職員に対する支給単価

自己都合

2,462426

59.28

23.50

33.50

47.50

59.28

30.55

41.34
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（５） 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

支給実績（平成22年度一般会計決算） 271,423

支給実績（平成21年度一般会計決算） 269,259

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 620

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 646

（６） 管理職手当

支給職員1人当たり平均支給年額（平成22年度一般会計決算） 750,000円

支給職員数（平成22年度一般会計決算） 122人

支給職員数の割合 22%

（７） その他の手当（平成23年4月1日現在）

円

円

円

同 259,804

通勤手当

国の制度と異なる内容

扶養手当

異

国の制度
との異同

１　配偶者　13,000円
２　その他扶養親族
　　　配偶者のない職員　11,000円
　　　配偶者を有する職員　6,500円
３　満１６歳から満２２歳までの子１人
　　　につき　5,000円を加算

内容及び支給単価手　当　名

住居手当
（国）
１　家賃12,000円超から支給

74,487

18,612

１　交通機関利用者　運賃等相当額（55,000
　　　　　　　　　　　　　円を限度）
２　自動車等利用者　片道2㎞以上（2,000円
　　　　　　　　　　　　　～ 24,500円）

支給実績
（H22年度決

算）

同

１　借家　　9,000円を超える家賃につき、
　　　　　　100円 ～ 27,000円
２　自宅　　2,000円（新築購入から５年間
　　　　　　は3,500円）

35,902

支給職員１人当たり

平均支給年額

65,998千円

千円

89,632

（H22年度決算）

千円
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　５．特別職の状況

　６．職員数の状況

（１）特別職の報酬等

円 円

円 円

（△30％）

（△15％）

（H22.4.1～H26.1.20）

教 育 長

区 分

710,000 (△15%)→

減額前の月額

980,000 (△30%)→

603,500

市 長

教 育 長

（平成２３年度）

（H22.4.1～H26.1.20）

給 料 月 額 等

市 長 686,000

報
　
酬
　
等

減額後の月額

期
末
手
当
等

（支給割合）

4.45月 → 3.78月

4.45月 → 3.12月

（２）特別職の年収

給料等 期末手当等
市　長 △30％ △30％ 1,678 → 1,174 △504
教育長 △15％ △15％ 1,215 → 1,033 △182
議長 951 → 951 -

副議長 821 → 821 -
議員 727 → 727 -

※それぞれの役職を1年間務めた場合に、実際に個人に支給される金額（税引前）です。

平成24年4月以降、
10%減額（予定）

減額内容
職　名 年収(万円) 減額（万円）

（１）人口千人当たりの職員数
（各年度４月１日現在、単位：人）

職員数（一般会計）8.3
7.9 7.7 7.5

7.0 6.7 6.76.8 6.8 6.6 6.4 6.3 6.2 6.2

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

年度

人
数

三木市

小野市
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　職員数は、平成24年1月1日現在。年齢は、平成24年3月31日現在。消防職、保育士を含む。

 （３）年齢別職員数の状況

年齢別職員構成（行政職給料表適用者）

0

5

10

15

20

25

30

35

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60
年齢

人
数

2～4年後、退
職者がピーク

をむかえます。

（２） 部門別職員数の状況と主な増減理由

平成22年 平成23年

議　会 5 5 0 

総　務 121 114 △7 政策主幹の廃止、事務事業の見直し、業務のアウトソーシング

税　務 30 30 0 

民　生 72 76 4 保育士業務の見直し、調理員の会計間異動による増

衛　生 61 63 2 埋立処分場新設による業務増

労　働 1 1 0 

農　水 20 19 △1 農業政策事務事業の見直し

商　工 15 13 △2 支所の窓口職員減、商工事務事業の見直し

土　木 45 44 △1 都市計画事務事業の見直し、用地買収業務の減

計 370 365 △5 

教　育 96 89 △7 政策主幹の廃止、事務事業の見直し、学校校務の民間委託

消　防 91 91 0 

計 187 180 △7 

病　院 312 326 14 助産師の減、病院調理業務の民間委託、看護師の採用増

水　道 25 24 △1 水道事務事業の見直し

下水道 17 17 0 

その他 31 30 △1 介護保険事務事業の見直し

計 385 397 12 

942 942 0 

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、
　　　臨時又は非常勤職員を除いています。

部　　門

職　員　数（人） 対前年
増減数

主な増減理由
区　　分

公
営
企
業
等

総　　計

一
　
般
　
行
　
政

特
別
行
政
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　７．正規職員と非常勤職員の状況

　（２）決算額の推移（一般会計）

　　　※　人件費：正規職員にかかる給料等の費用
　　　※　賃金：非正規職員にかかる賃金等の費用

（単位：百万円）

（１）職員数の推移（一般会計）

※　H17の正規職員は、旧吉川町職員を含みます
※　定員管理ベース、派遣職員を含みます。

（各年度４月１日現在、単位：人）

697 665 641 620
584 557 545

71
92 125

120
131

148 154

191 182
209

197
206 217 196

959
939

975
937 921 922

895

400

600

800

1000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23年度

人
数

アルバイト職員

嘱託職員

正規職員

6264
5860

5655 5563
5148

4953 4908

613

598
659 676

645
680 665

6877

6458
6314 6239

5793
5633 5573

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
（見込）

年度

決
算
額

（
百
万
円

）

賃金

人件費
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　◆職員の分限及び懲戒処分

　◆職員の休暇

　◆勤務条件に関する措置の要求

　◆不利益処分に関する不服申立

（１）分限処分者数（H22.4.1～H23.3.31） ２１件

（２）懲戒処分者数（H22.4.1～H23.3.31） １件

 (1) 年次有給休暇の取得状況（H22.1.1～H22.12.31）

 (2) 育児休業の状況（H22.4.1～H23.3.31）

10

男性 女性区　　　分

12,194 3,122

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数

311

新たに育児休業を取得した者

前年度から引き続いている者

0人 14人

0人 26人

継続件数 措置要求件数

0 0

（H22.4.1～H23.3.31）

継続件数 不服申立件数

0 0

（H22.4.1～H23.3.31）
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　◆職員の福利厚生

　◆職員研修
　　　市町村は必要な行政改革の推進を図りつつも、サービス水準の維持や質の向上を図って
　　いく必要があります。
　　そのために、公務員倫理や人権感覚の涵養、あるいは接遇向上を図ることはもとより、職
　　員一人ひとりの資質や能力を高め、市民満足度の高い行政サービスをめざし職員研修を
　　実施しています。

　地方公共団体は地方公務員法により、職員の福利厚生の計画を立て、実施することが義務
付けられています。三木市においても「三木市職員互助会」を設置し、下記の事業を実施してい
ます。

（１）職員互助会の状況
　　　　　   （平成23年度）

給付事業
弔慰金、結婚祝金、餞別金、罹災見舞金、傷病見舞金、遺
児等奨学資金

貸付事業
会員が臨時に資金を必要とする場合で、給料月額の3ヶ月
以内（最高限度75万円）

厚生事業
クラブ奨励、課内厚生事業補助、バス旅行、ボウリング大
会、物資の購買斡旋

（１）職員研修の状況
（平成22年度）

研修課程 研修対象者 受講者数 備考
採用予定者通信研修 平成23年度新規採用予定職員 31
新任職員研修（前期） 平成22度新規採用職員 29
新任職員研修（後期） 平成22年度新規採用職員（行政職） 7
人権研修 全職員（非核平和） 248

全職員（同和問題） 350
新任職員・前期 29
新任職員・前期（行政職） 7
新任職員・前期（消防、医療職） 18
人権研修推進員 37
職場内人権研修 1150

メンタルヘルス研修 管理職員 79
理事研修 各所属長（財政・法制） 38

各所属長（文書・決裁） 38
市町村アカデミー 実務担当職員等 1 1ｺｰｽ
国際文化アカデミー 実務担当職員等 3 3ｺｰｽ
兵庫県自治研修所 実務担当職員等 24 10ｺｰｽ
播磨内陸広域行政協議会 実務担当職員等 48 11ｺｰｽ
兵庫県 実務担当職員等 16 11ｺｰｽ
兵庫県消防学校 実務担当職員等 9 5ｺｰｽ
日本経営協会 実務担当職員等 7 7ｺｰｽ
その他 実務担当職員等 19 17ｺｰｽ

基
本
研
修

派
遣
研
修

特
別
研
修

11


